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農林漁業者
所得の向上

徹底したおきなわブランドづくりの推進による    「魅力と活力ある持続可能な農林水産業」の実現

域外
所得獲得力の向上

域内
経済循環の拡大

林　業

水産業

農　業 ■消費者・市場等のニーズに対応した生産供給体制の強化　■若年層の新　　  規就農者の確保　■農業生産の基盤となる優良農地の確保

■県産木材の需要拡大や高付加価値化、きのこ類の生産拡大と県外産との差　　  別化　■新規就業者の安定的な確保・育成・定着と熟練技術者の森林施業技術の継承
■適切な森林整備と、山地災害の防止、森林病害虫対策など森林保全に関  　　する取組の推進

■適切な資源管理策に基づく海面漁業の振興や海洋環境保全の推進と、海　　  面養殖技術の活用による安定供給体制の確立と漁家経営の安定化
■新規及び中途就業者等を含む多様な人材の確保と、熟練漁業者からの技  　　術継承の推進　■生産性向上による「儲かる漁業」の構築

おきなわブランドの確立と
生産供給体制の強化

農林水産業のイノベーション
創出及び技術開発の推進 

県産農林水産物の安全・
安定供給と消費者信頼の確保

成長産業化の土台となる
農林水産業の基盤整備

多様なニーズに対応する
フードバリューチェーンの強化

魅力と活力ある農山漁村地域
の振興と脱炭素社会への貢献

担い手の育成・確保と
経営力強化 

地域特性を生かした圏域別振興方向

農林漁業産　 出額の増大　目標1,500億円

北　部 中　部 南　部 宮　古 八重山

▶計画の目標

▶現状と課題

基本的視点①

❷ ❸ ❹

❺ ❻ ❼

❶

詳しくは「 新・沖縄 21世紀
農林水産業振興計画」をご覧
ください。
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新鮮・良質・安全な食料の安定供給

農林水産業・農山漁村の役割❶
ROLE

ROLE

農林水産業・農山漁村の役割❷

農林水産業・農山漁村の役割❸

ROLE

産業の振興と地域の均衡ある発展

農山漁村地域の有する多面的機能の発揮

基本的視点②
POINT

基本的視点③
POINT

第 1章 新たな農林水産業振興計画について

第 2章 沖縄県の農林水産業と、これからの振興の方向性

第 3章 施策・事業の展開と、圏域別振興の方向性

「新・沖縄21世紀農林水産業　　  振興計画」に係る目標・展望

食品工場

ホテル

アジア

九州・本土

令和13年
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令和４年度から令和13年度までの10か年計画▶計画の期間

生産の拡大、生産・流通コストの低減、多様な担い手の育成・確保、     デジタルトランスフォーメーション（以下、「DX」）の推進等の徹底
したおきなわブランドづくりの推進、リーディング産業の観光産業　　等との積極的な連携や出口戦略の強化等を通じ、地域経済の活性化や
農林漁業者の所得向上など、魅力と活力ある持続可能な農林水産　　業の実現。

▶計画の目的

域内 経済循環の拡大

▶計画の推進に必要な施策・事業を積極
的に支援する。▶農林水産業・農山漁村振
興への県民の理解と協力の促進を図る。
▶市町村や関係団体等と連携し、地域特
性を生かした農林水産業・農山漁村の振
興を図る。

　農林水産業は地域経済や雇用へ
の結びつきが強い産業であるた
め、地産地消の推進や、加工・業
務用需要を捉えた生産物の安定供
給、６次産業化や農商工連携を推
進し、域内経済循環を拡大する必
要があります。特に、リーディン
グ産業である観光産業との連携で
は、国内外観光客向けの商品開発
や県内ホテル・飲食店等と産地と
のマッチングや県産品提供機会の
確保等、積極的な連携強化を推進
する必要があります。

県の役割

第 1章 新たな農林水産業
振興計画について

基本的視点③

農林漁業者 所得の向上
　農林水産業の持続的な発展のた
めには、経営を安定するための経
営規模拡大と生産技術の高位平準
化、安定的な生産量確保のための
災害に強い生産施設やかんがい施
設等の生産基盤整備、省力化や生
産性向上のためのスマート技術の
導入や品種の開発、担い手の経営
力強化等を推進し、所得を向上す
る必要があります。

基本的視点①

域外 所得獲 得力の向上
　物流の効率化・低コスト化のた
めのモーダルシフトの促進、品質
保持のためのコールドチェーン化
の促進、マーケットインの視点等
を踏まえた販路拡大等を推進し、
域外所得獲得力を向上する必要が
あります。また、経済成長が著し
いアジア地域に近い地理的優位性
を活かすために、国 / 品目 / ター
ゲット等の戦略的な絞り込みや海
外展開支援等の海外輸出の強化を
推進する必要があります。

基本的視点②

農山漁村地域の有する
多面的機能の発揮

　農山漁村地域は、自然や生活環
境の保全、伝統文化の継承、教育
や保健保養の場の提供、領海・領
土や排他的経済水域（EEZ）の確
保等といった多面的機能も有して
います。それらは恒常的な農林水
産業の生産活動によって初めて発
揮されます。

農林水産業・農山漁村の役割❸

新鮮・良質・安全な
食料の安定供給

　本県では亜熱帯海洋性気候とい
う地域特性を反映し、さとうきび
やゴーヤーなど多彩な農林水産物
が生産されています。消費者・市
場ニーズに対応した新鮮・良質か
つ安全・安心な食料を安定的に県
内外に供給することで、健康で豊
かな国民・県民生活を支える重要
な役割を果たします。

農林水産業・農山漁村の役割❶

産業の振興と地域の
均衡ある発展

　農林水産業は、地域の雇用・経
済を幅広く支え、地域経済の活性
化に大きく貢献しています。特に
離島地域の基幹産業となってお
り、県民の食料供給地としても重
要な地域であるため、積極的な振
興が求められます。

農林水産業・農山漁村の役割❷

新
た
な
農
林
水
産
業
振
興
計
画
に
つ
い
て

新
た
な
農
林
水
産
業
振
興
計
画
に
つ
い
て
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1
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▶地域住民及び関係機関・団体との連携
に主導的な役割を発揮する。▶市町村の
地域特性を生かした主体的な施策を推進
する。

市町村の役割

▶一人一人が望む「未来の姿」に向け、
主体的で創意工夫をこらした取組を行う。
▶新技術の導入や、観光産業・食品産業
との連携など積極的な経営展開を図る。
▶持続的な生産を行うための環境負荷の
低減に取り組む。

農林漁業者の主体的な取組

▶農林水産業・農山漁村の振興につなが
る農林漁業者の取組を支援する。▶行政
等と連携し、農地・森林・海岸域等の維持・
保全に取り組む。

関係団体の役割（農林水産業関係団体、NPO等）

▶安全で安心な食料を安定的に供給して
いる農林水産業及び農山漁村の重要性へ
の理解を深める。▶地産地消、都市と農
山漁村の交流、多面的機能の維持・保全
等、農林水産業・農山漁村の振興に対し
積極的に協力する。

県民への期待

▶県産農林水産物の積極的な利用や高付
加価値化等による特産品の開発・販路の
開拓等に取り組む。▶観光産業との連携
による、新たなニーズに対応する食品開
発や特産品の販売体制を強化する。

食品関連企業への期待（食品加工業、食品流通業等）

▶観光産業等と連携した農林漁業体験型観光や魅
力ある加工品開発など農林水産業の６次産業化へ
の取組を強化する。
▶都市住民や観光客との交流機会の
増大や就業機会の創出及び地産地消
による農林水産物の需要拡大を図る。

６次産業化を含めた農山漁村地域への期待

ROLE

▶計画実現に向けた農林漁業者・行政等の役割分担

詳しくは「 新・沖縄 21世紀
農林水産業振興計画」をご覧
ください。
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第 2章 沖縄県の農林水産業と、
これからの振興の方向性

新・沖縄 21 世紀農林水産業振興計画6

耕
地
面
積

　復帰直後の農外土地需要の増大により大き
く減少しましたが、農地の買戻しや生産基盤
整備等により平成２年には約 47,000ha ま
で回復しました。しかし、都市化の進展や、
農業就業者の減少・高齢化による耕作放棄地
等の増加などにより耕地面積は再び減少傾向
に転じています。特に、さとうきび等の減少
により、普通畑が減少している状況です。

　耕地面積は減少傾向にあるた
め、農業生産の基盤となる優良農地
の確保に努める必要があります。

労
働
力

　農業従事者数は減少傾向にあり、令和２年
では約 13 千人となり、平成 22 年の約 20
千人と比較して約 35％減少しています。年
齢別の構成比を平成 22 年以降の推移で見る
と、65 歳以上の層は 54％から令和２年には
60％とその構成比を高めており、農業従事
者の高齢化が進展しています。

　農業・農村の持続的な発展を得
るために、農業就業者の確保、特
に若年層の新規就農者の確保が
喫緊の課題です。

産
出
額

現状 課題

　復帰後、国内における甘味資源及び冬春期
を主体とした農産物を中心とする供給産地と
して発展してきました。その後は国内外との
産地間競争の激化、農業従事者の減少・高齢
化等により、さとうきび・野菜等の生産が減
少し産出額は落ち込みましたが、一方で肉用
牛、マンゴー、ゴーヤー等の産出額は増加し、
現在は１千億円程度で推移しています。

　産出額の拡大のためにおきな
わブランドの確立を図り、有望品
目を中心に消費者・市場等のニー
ズに対応した生産供給体制を強
化し、更なる農業生産の拡大が必
要となっています。

右頁 グラフ農業産出額の推移参照

右頁 グラフ年齢別基幹的農業従事者数  参照

右頁 グラフ耕地面積の推移  参照
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451

648

936

平7 平12 平17 平22 平27 令2 令13

昭50 昭55 昭60 平2 平7 平12 平17 平22 平27 平28 平29 平30 令元 令2 令13

昭48 昭50 昭55 昭60 平2 平7 平12 平17 平22 平27 平28 平29 平30 令元 令2 令13

1,1601,200
億円
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35,000
人
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1,069
1,022

902 905 924 935

1,025 1,005 988 977
910

農業産出額の推移
資料：農林水産省「生産農業所得統計」

耕地面積の推移
資料：農林水産省 「耕地及び作付面積統計」

年齢別基幹的農業従事者数
資料：内閣府沖縄総合事務局  「沖縄農林水産統計年報」農林水産省「2020農林業センサス」

その他
畜産他
肉用牛
豚
耕種他
果実
花き
野菜
さとうきび

牧草地
樹園地
普通畑
田

65歳以上
60～64歳
50～59歳
40～49歳
30～39歳
15～29歳

45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

30,404

27,532

23,092

20,318

17,747

13,268

41,600
43,800

46,200 47,000

44,800
41,400

39,300 39,200 38,600 38,200 38,000 38,000 37,500 37,000

目標 1,205 億円
令和13年

目標 10,600 人
令和13年

1,205

10,600

目標 37,000 ha
令和13年

37,000
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林業産出額の推移
資料：県森林管理課「木材需給調査」「特用林産物需給動態調査」「緑化木等生産額調べ」

林業従事者数の推移

森林資源（令和３年４月現在）

資料：県森林管理課「林業従事者数調べ」「特用林産物需給動態調査」

資料：県森林管理課「沖縄の森林・林業」（令和 3年度版）

※平成元年以前は、緑化木・造林木等、特用林産物、木材の区別がないため、合算して表示
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力

産
出
額

現状 課題

多様な樹種から構成される県産の木材
は近年注目されつつあり、需要拡大のた
めの取組が求められています。きのこ類
は需要が伸びていますが、県外産との差
別化が課題となっています。また、令和
３年７月に世界自然遺産に登録された
やんばる地域は木材生産の中心である
ため、自然環境に配慮した森林施業がよ
り一層求められています。さらに、県産
木材やきのこ類の原材料となるオガ粉
の安定供給も課題となっています。

平成 14 年度以降、きのこ類の大型生
産施設が整備されたことから特用林産
物の生産量が増加し、林業産出額も増
加傾向で推移しています。平成 27 年
度以降は緑化木・造林木等、特用林産
物、木材ともに大きな変動はなく15 億
円前後で推移しています。

熟練技術者が高齢化していく中で、森
林施業技術の継承等が課題となってい
ます。また、新規就業者の安定的な確
保・育成と、定着に向けた労働条件向上
の取組が必要です。

伐採収穫面積や森林整備量の減少など
から平成２年度をピークに年々減少傾
向にありますが、近年は500 人前後で
推移しています。

また、令和２年度の年齢別林業従事者の
構成比は、50 歳以上が全体の約 53％を
占めています。

森林は生物多様性保全、地球環境保全、
土砂災害防止／土壌保全、水源かん養、
快適環境形成、保健・レクリエーショ
ン、文化、物質生産等の様々な働きを通
じて県民生活に寄与してます。このた
め、それぞれの森林が特に発揮するこ
とを期待されている機能に応じた適切
な森林整備と、山地災害の防止、森林病
害虫対策、保安林・林地開発許可制度の
適切な運用など森林保全に関する取組
を推進していくことが重要です。

令和３年４月時点の森林面積における
民有林の割合は70％、国有林は30％で
す。また、民有林のうち、市町村有林が
60％と最も高い比率で、続いて私有林
が31％、県有林は９％です。本県の森
林は戦中戦後の乱伐によって著しく荒
廃しましたが、これまでの造林事業や
保安林整備等の推進により漸次回復し
ています。

右頁 グラフ林業産出額の推移  参照

右頁 グラフ林業従事者数の推移  参照

右頁 円グラフ  参照

目標 16 億円
令和13年

16.5

536

目標 536 人
令和13年

民有林総蓄積
9,911千m3
民有林総蓄積

106,937ha
森林面積

所有形態別森林面積 民有林の所有形態別蓄積
民有林の人工・天然林別及び

針・広葉樹別蓄積

国有林
32,125ha
（30％）

県有林
5,619ha
（5％）

市町村有林
40,599ha
（38％）

市町村有林
5,903千m3
（60％）

広葉樹
6,903千m3（70％）

天然林
7,992千m3（81％）

私有林
28,594ha
（27％）

私有林
3,081千m3
（31％）

人工林
1,919千m3（19％）

針葉樹
2,825千m3（28％）

県有林
927千m3
（9％）

その他
183千m3（2％）
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水
産
物
の
流
通
・
加
工
・
販
売
対
策

労
働
力

産
出
額

現状 課題

水産資源の維持増大と安定した漁業生
産を支えるために、適切な資源管理策に
基づく海面漁業の振興や海洋環境保全
の推進とともに、亜熱帯海洋性気候の特
性を踏まえた海面養殖技術の活用によ
る安定供給体制の確立と漁家経営の安
定化が課題となっています。

昭和 50 年代における200 海里時代の到
来で大型船による漁業が衰退し、一時的
に減少しましたが、近海マグロはえ縄漁
等の発展や、海面養殖業の生産増加によ
り、平成５年には256億円に達しました。
その後、沿岸性魚介類に対する過度な漁
獲の影響により減少しましたが、近年は
回復し、中でも、クルマエビやモズク、海
ブドウ等の海面養殖業の成長は著しく、
令和２年には漁業産出額の約半分に達し
ています。

新規及び中途就業者等を含む多様な人
材を確保する取組を着実に進めるとと
もに、高齢化する熟練漁業者から中核
となる担い手への技術継承を促進する
ことが課題です。また、燃油価格の高騰
等によるコスト上昇、水産資源の減少
など漁業を取り巻く環境は厳しさを増
しており、漁業経営は悪化しています。
そのため、生産性向上による「儲かる
漁業」の構築が求められています。

漁業就業者数は減少傾向が続いてい
ます。男性の漁業就業者は、平成 30
年に60 歳以上が41％と高齢化の状
況にあります。また、総就業者に占め
る女性就業者の割合は、平成 20 年か
ら平成 30 年にかけて低下しています。

生産量の減少に伴う産出額の減少に対
し、増産対策はもとより、新たな価値を
付加することによる単価の向上が非常
に重要です。また、今後も継続して、食
品表示法に基づく食品表示の適正化を
推進するとともに、流通段階での衛生
管理を徹底し、安全・安心な水産物の供
給体制を確立する必要があります。

離島県のため流通面において制約があ
ることからシステムの効率化を推進す
る必要があります。また、消費者等の多
様化したニーズに的確に対応するため
の情報収集・発信等が重要です。そのた
め、市場競争力強化に向けたマーケ
ティング戦略を作成し、水産物の販路
拡大を図っています。

右頁 グラフ林業産出額の推移  参照

右頁 グラフ性別・年齢別漁業就業者数の推移  参照

3,495

27,900

6,940 6,994
6,630

5,822

5,011
4,717

4,283

15,268

22,043

18,113

20,397

25,627

20,680

18,182
17,255

17,046

18,630
19,414

19,491
20,935

21,570
21,047

18,443

3,929 3,731 3,686

昭48 昭53 昭58 昭63 平５ 平10 平15 平20 平25 平26 平27 平28 平29 平30 令元 令1 令13

昭48 昭53 昭58 昭48 令63 平5 平15 平20 平25 令13平30
年度

目標 3,495 人
令和13年

漁業産出額の推移
資料：内閣府沖縄総合事務局「沖縄農林水産統計年報」

性別・年齢別漁業就業者数の推移
資料：内閣府沖縄総合事務局「沖縄農林水産統計年報」農林水産省「漁業センサス」

女性
60歳以上
40～59歳
25～39歳
15～24歳

海面養殖業
海面漁業
沿岸漁業
遠洋・沖合漁業

目標 279 億円
令和13年

年度
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